
単位：円

　　　　　負債の部

　　流動資産 549,713,804 　　流動負債 130,970,386

　　　　　現金及び預金 424,006,479 　　　　　未払金 52,436,432

　　　　　未収金 34,933,272 　　　　　未払運賃 54,302,076

　　　　　未収運賃 87,784,799 　　  　　仮受金 3,451,525

　　　　　未収コンビニ決済 212,282 　　  　　前受収益 1,333,640

      　　棚卸商品 311,298 　　  　　預り金 61,172

　　 　　 貯蔵品 1,838,558 　　  　　納税充当金 101,300

　　  　　前払費用 129,116 　　 　　 未払消費税 9,740,100

　　  　　仮払金 598,000 　　　　　仮受消費税 0

　　　　　貸倒引当金 -100,000 　　　　　賞与引当金 9,544,141

　　固定負債 224,920,615

　　　　　役員退任慰労金引当金 4,571,667

　固定資産 566,704,440 　　　　　ＰＣＢ廃棄物処分引当金 0

　　有形固定資産 560,891,073 　　　　　長期借入金 0

　　  　　建物 121,446,148 　　　　　退職給与引当金 102,116,500

　　  　　建物付属設備 37,010,094 　　　　　預り敷金 1,959,000

　　  　　構築物 9,628,981 　　　　　長期未払金 53,707,798

　　  　　車両運搬具 2 　　　　　繰延税金負債 48,266,920

　　  　　什器備品 630,059 　　　　　資産除去債務 14,298,730

　　  　　土地 333,108,789

　　  　　建設仮勘定 0 負債の部合計 355,891,001

　　　　　リース資産 59,067,000

　　無形固定資産 1,039,887 　　　　　純資産の部

　　　　　電話加入権 1,039,887 　　株主資本

　　　　　ソフトウェア 0 　　　　　資本金 85,000,000

　　　　　利益準備金 15,200,000

　　投資その他の資産 4,773,480 　　　　　別途積立金 400,805,000

　　　　　出資金 726,000 　　　　　圧縮積立金 202,212,933

　　　　　ゴルフ会員権 875,000 　　　　　繰越利益剰余金 57,309,310

　　　　　差入保証金 3,100,000 　　　　　（うち当期純利益金） 17,965,304

　　　　　長期預金 0

　　　　　長期前払費用 72,480

純資産の部合計 760,527,243

資産の部合計 1,116,418,244 負債・純資産の部合計 1,116,418,244

株式会社さんけい 貸 借 対 照 表
（令和７年３月３１日）

資　　　　産　　　　の　　　　部 負　　　債　・　純　資　産　の　部



（１）重要な会計方針に係る事項に関する注記
　ア．資産の評価基準および評価方法

　①有価証券の評価基準および評価方法
関係会社株式 ： 総平均法に基づく原価法
満期保有目的の債権 ： 償却原価法（定額法）
その他有価証券
時価のあるもの ： 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資

本直入法によって処理し、売却原価は移動平均法により
算定しております。）

時価のないもの ： 移動平均法による取得原価法
　②デリバティブの評価基準および評価方法：時価法
　③棚卸資産の評価基準および評価方法

商　　　品 ： 最終仕入原価法
貯　蔵　品 ： 最終仕入原価法

　イ．固定資産の減価償却方法
　①有形固定資産（リース資産除く）

： 定額法
耐用年数
建物 15年～65年
建物附属設備 10年～15年
什器備品  4年～20年
構築物  10年～40年
車両運搬具 2年～ 4年

　②無形固定資産（リース資産除く）
： 定額法

　③リース資産 （所有権移転ファイナンスリース取引）
： 自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方

法を採用しております。
　④リース資産 （所有権移転外ファイナンスリース取引）

： リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
を採用しております。

　⑤長期前払費用 ： 均等償却しております。

　ウ．引当金の計上方法
　①賞与引当金
　従業員賞与の支給に備えるため、期末在籍者に対する支給見込額の当事業年度負担
　額を計上しております。

　②役員退任慰労金引当金
　役員の退任慰労金の支出に備えるため、規程に基づく期末要支給額を計上しており
  ます。

　③退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、退職給与規程・退職給与支給規則に基づく期末要
　支給額により計上しております。

　④貸倒引当金
　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
　権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収可能見込額を計上して
  おります。

　エ．リース取引の処理方法
　　リース物件の所有権が借主に移転するもの以外のファイナンス・リース取引につい
　　ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

個　別　注　記　表
自　令和 6年 4月 1日

至　令和 7年 3月31日



　オ．収益認識の計上基準
　　主要事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は、次のとお
　　りです。
　　①ＬＰガス販売事業
　　　ＬＰガス販売については、毎月の検針日に確認した顧客等の使用量に基づいて収
　　　益を認識しております。なお、決算月においては検針日から決算日までに生じた
　　　収益を合理的に見積って認識しております。

　カ．その他計算書類作成のための重要な事項
　　消費税等の会計処理は税抜き方式によっております。

（２）会計方法の変更に関する注記
ア．減価償却方法の変更
　　該当事項はございません。

（３）表示方法の変更に関する注記
　　該当事項はございません。

（４）誤謬の訂正に関する注記
　　該当事項はございません。

（５）株主資本等変動計算書に関する注記
ア．当事業年度末における発行済株式数
　　普通株式　84,500株
イ．当該事業年度末における自己株式数
　　普通株式　     0株
ウ．当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項
　　令和６年６月２６日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。
　　　普通株式の配当に関する事項

（ア）配当金の総額 5,000,000円
（イ）配当の原資 利益剰余金
（ウ）１株当たり配当額 59円17銭
（エ）基準日 令和６年３月３１日
（オ）効力発生日 令和６年６月２８日

エ．当事業年度の末日以降に行う剰余金の配当に関する事項
　　令和７年６月２７日の定時株主総会において、次の議案を付議する予定です。
　　　普通株式の配当に関する事項

（ア）配当金の総額 8,983,000円
（イ）配当の原資 利益剰余金
（ウ）１株当たり配当額 106円30銭
（エ）基準日 令和７年３月３１日
（オ）効力発生日 令和７年６月２７日

オ．固定資産圧縮積立金取崩額は、租税特別措置法に基づき税効果相当額を控除した純
　　額としております。

（６）収益認識に関する注記
　　　（収益を理解するための基礎となる情報）
　　　　「（１）重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「オ．収益認識の計上基準」
　　　　に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

（７）その他の注記
　　該当事項はございません。


